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6.2 入荷ロットと入荷先の対応づけ 
【該当業種＝養殖業、産地市場荷受・漁協、産地仲買業】 
 

 

【「入荷ロットと入荷先の対応づけ」の解説】 

 入荷ロットと入荷先の対応関係がわかる記録様式を作成し、保存します。 

 準備手順の詳細は、以下のとおりです。 

 

（１）記録様式の作成・決定 
 ステップ２の「入荷の記録」には、すでに入荷先が記録されているので、それによ

って入荷ロットの入荷先が特定できます。確認ができれば、新たな記録は必要ありま

せん。 

 

 

（２）記録の保存方法の決定 
記録の保存方法を決めましょう。詳しくは「7.1 記録の保存」を参照してください。 

  

準備手順 作業手順（例）

（１）記録様式の作成・決定 ○記録様式に記載

（記録様式の例）

確認ができれば、
新たな作業は必要あ
りません。

（２）記録の保存方法の決定 ○記録を保存する

「7.1記録の保存」を参照

… p40と同じ様式

販売明細 台帳

ステップ２「①入荷品の識別」で実
施する入荷ロット番号の記録により、
入荷ロットと入荷先が対応づけら
れることを確認します

伝票発行日 2014年　9月18日
買受人
株式会社○○水産　殿

〒・・・・・・・・・　TEL・・・

船名 品名 水域 品質
サイズ kg数 入数 数量 単価 金額 札番号

08 ○丸 アジ ○○沖 M 17.4kg ** 5 **** ***** 6~10
12 ✕丸 ブリ ××沖 M ** 3入 40 **** ***** 21~60
18 △丸 ブリ △△沖 L ** 4入 20 **** **** 75~94
＊＊＊丸 ○○ ○○沖 優 ** ** ** **** **** ***
＊＊＊丸 ○○ ○○沖 良 ** ** ** **** **** ***

** ******
*****

******
消　費　税

合　計

伝票番号　＊＊＊＊＊＊
取引日　2014年　9月18日

販売明細
○○漁業協同組合

小　計
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6.3 入荷ロットと選別・函詰めロットの対応づけ（内部トレー

サビリティ） 
【該当業種＝海面漁業・内水面漁業（漁獲ロット―選別・函詰めロット） 

養殖業（入荷（種苗）ロット―養殖ロット―選別・函詰めロット） 
産地市場荷受・漁協（入荷ロット―選別・函詰めロット） 
産地仲買業（入荷ロット―選別・函詰めロット）】 

    

（記録様式の例）

準備手順

（２）記録様式の決定 どの様式に記録するか決めましょう

（１）合理的な対応づけの方法の検討

入荷ロットと選別・函詰めロットを対応づける方法を検討しましょう
必要ならば、これらのロットの定義を見直しましょう

（対応づけの例１）

同一日に選別・函詰めした同一魚種
全体と、その原料になったすべての
入荷ロット全体とを対応づけ

入荷ロットごとに小分けする。小分けし
た商品に、選別・函詰め日と入荷ロット
番号の組み合わせたロット番号を表示

（対応づけの例２）

（３）記録の保存方法の決定 「7.1記録の保存」を参照

既存の記録様式を活用

入荷ロットP

0918

Q0918

P0918

入荷ロットQ

入荷ロットP

入荷ロットQ

株式会社○○水産
　9月　19日売り 担当：　◇◇

仕入日 船名 品名 水域 サイズ 元
個数

函詰め
日 荷姿 出来

個数 ロットNo

9/18 08　○丸 アジ ○○沖 M 5 9/18 4kg 13 0918A

5kg 7 0918A

9/18 12　×丸 ブリ ××沖 M 40 9/18 4入 30 0918B１

9/18 18　△丸 ブリ △△沖 L 20 9/18 4入 20 0918B2

入荷ロット 選別・函詰めロット

選別・函詰め作業日報
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準備手順・作業手順（例）の図の見方⇒p16 中段の囲み 

 
 
 
 
 

 

株式会社○○水産
　9月　19日売り 担当：　◇◇

仕入日 船名 品名 水域 サイズ 元
個数

函詰め
日 荷姿 出来

個数 ロットNo

9/18 08　○丸 アジ ○○沖 M 5 9/18 4kg 13 0918A

5kg 7 0918A

9/18 12　×丸 ブリ ××沖 M 40 9/18 4入 30 0918B１

9/18 18　△丸 ブリ △△沖 L 20 9/18 4入 20 0918B2

入荷ロット 選別・函詰めロット

選別・函詰め作業日報

作業手順（例）

※入荷ロット番号
（仕入日・船名・品名・水域の組み合わ

せを入荷ロット番号として利用）

○選別・函詰めした商品にロット番号を表示

（ステップ２で実施した内容です）

例：商品に選別・函詰めロット番号を表示する

例：
「選別・函詰め作
業日報」（１日１
枚）に、原料とし
た入荷ロット番号
と、選別・函詰め
ロット番号を記入
する

○記録様式に入荷ロット番号と選別・函詰めロット番号
を記録

○記録を保存する

品名、水域、事業者名は
別途表示

0918
0918

※選別・函詰め
ロット番号
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記録様式の作成に当たっては、

「取組手法編」p17,20（様式③

－3,③－5）を参照してくださ

い。様式を紙に印刷してそのま

ま活用しても構いません。 

【「入荷ロットと選別・函詰めロットの対応づけ（内部トレーサビリティ）」

の解説】 

選別・函詰めロットと、その原料となった入荷ロット（海面漁業・内水面漁業にと

っては漁獲ロット）との対応関係がわかるように、記録様式を作成し、保存します。 
準備手順の詳細は、以下のとおりです。 

 
 
（１）合理的な対応づけの方法の検討 
 入荷ロットと選別・函詰めロットを対応づける方法を、検討します。 
  
 最も簡単な対応づけは、次のようなものです。 
  ●選別・函詰めロット：「同一日に選別・函詰めした同一魚種の水産物」と定義 

●対応づけ：その日の選別・函詰めロット番号と、その原料として用いた入荷ロ

ット番号（１つまたは複数）を対応づけます。 
 
 食品安全上のリスクへの対応などのために、選別や函詰めにあたって入荷ロットを

統合したくない場合には、入荷ロットごとに選別・函詰めすることがあります。この

場合は、入荷ロット１つと、選別・函詰めした商品のロットを対応づけます。 
 
（中間品がある場合） 
 たとえば、いったんサイズ選別して保存しておき、その後、何回かに分けて函詰め

する場合は、サイズ選別済みのサイズごとのまとまりが、「中間品」となります。こ

の中間品にもロット番号を割り当て、入荷（原料）ロットと中間品ロットの対応関係、

中間品ロットと選別・函詰めロットの対応関係を記録します。 
 
 以上のことを考慮して、自社にとって合理的な対応づけの方法を決めましょう。 
 

 
 
（２）記録様式の決定 

上記で検討した対応づけの方法にもとづき、入荷（原料）ロットと選別・函詰めロ

ットの対応関係がわかる記録様式を決定します。 
記録様式には、 
・原料とした入荷ロットの番号とその数量 
・選別・函詰めした商品のロット番号とその数量 
を記録できるようにします。 

 ・稚魚などの入荷ロットと養殖ロット（生簀単位）、また養殖ロットと締め

た魚の選別・函詰めロットとの対応関係がわかるように記録します。 

本マニュアルでは、養殖過程でのロット管理について説明していませ

ん。「養殖魚のトレーサビリティシステムガイドライン」（2007 年）等を参

照してください。 

養殖業への 

留意点 
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（３）記録の保存方法の決定 
記録の保存方法を決めましょう。詳しくは「7.1 記録の保存」を参照してください。 
 

  
 
 
 

 
 
 
 
 

 
参考図：養殖業におけるロットの対応づけ記録の例 

  

分類 情報項目

種苗

（稚魚）

・入荷ロット番号

・品名

・産地

・入荷日

・収容先の養殖
ロット番号

・入荷先

・数量

・薬品類の

使用

餌料

・ロット番号

・品名

・数量

・入荷日

・入荷先

薬品

・ロット番号

・品名

・数量

・入荷日

・入荷先

分類 情報項目

ID ・養殖ロット番号

養殖管理

日常
管理

・給餌量

・餌料のロット番号

・餌料種類

（生餌/配合餌料）

・飼料添加物

(種類と量)

・斃死数

分養・
選別

・分養元と分養先
の生簀ＩＤ

・サイズ

・数量

・作業日

魚病管理 投薬

・使用薬品名

・薬品のロット番号

・使用量

・使用日

検査記録
(出荷物)

使用
薬品

薬品使用記録

（使用日

魚種・尾数

薬品名、使用量

水揚げ可能日）

分類 情報項目

成魚

・品名

・養殖ロット番号

・数量

・出荷日

・出荷先

入荷ごとに 養殖魚群（生簀単位）ごとに 出荷ごとに

出荷する単位生簀

X

XY

魚・えさ

 ・養殖業におけるステップ３②は、「入荷ロットと養殖ロットの対応づ

け」と「養殖ロットと選別・函詰めしたロットの対応づけ」（選別・函詰

めをする場合）の２つがあります。「入荷ロットと養殖ロットの対応づ

け」では、入荷したどの稚魚のロット、さらには餌料のロット等を、ど

の養殖生簀に収容し、どの養殖ロットとしたかを対応づけます。 

養殖業への 

留意点 

【再函詰め、廃棄の記録】 

いったん函詰めした水産物を取り出し、再度函詰めする場合には、発生元（どの

ロットから発生したか）と利用先（どの選別・函詰めロットに利用されたか）とと

もに数量を記録して、追跡・遡及できるようにしましょう。 

水産物を廃棄するときにも、いつ（日付）、何を（品名、わかる場合にはロット番

号）、どれだけ（数量）廃棄したかわかるよう、記録を残しましょう。 

One Point! 

この図は、「養殖魚トレーサビ

リティシステムガイドライ

ン」のパンフレットの図を、

「実践的なマニュアル」の用

語と考え方に沿って改変した

ものです。 
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6.4 ロットと出荷先の対応づけ 
【該当業種＝ 

海面漁業・内水面漁業（漁獲ロット、または選別・函詰めロットと出荷先の対応づけ） 
養殖業（養殖ロット、または選別・函詰めロットと出荷先の対応づけ） 
産地市場荷受・漁協（入荷ロットと出荷先の対応づけ） 
産地仲買業（入荷ロット、または選別・函詰めロットと出荷先の対応づけ）】 
 

 

株式会社○○水産
　9月　19日売り 担当：○○○

仕入日 船名 品名 水域 サイズ 元
個数

函詰め
日 荷姿 出来

個数 ロットNo 個数 売価 個数 売価 個数 売価

9/18 08　○丸 アジ ○○沖 M 5 9/18 4kg 13 0918A 10 ＊＊＊ 1 ＊＊＊ 2 ＊＊＊

5kg 7 0918A 4 ＊＊＊ 3 ＊＊＊

9/18 12　×丸 ブリ ××沖 M 40 9/18 4入 30 0918B1 30 ＊＊＊

9/18 18　△丸 ブリ △△沖 L 20 9/18 4入 20 0918B2 10 ＊＊＊ 5 ＊＊＊ 5 ＊＊＊

入荷ロット

選別・函詰め作業日報　兼　出荷の記録

選別・函詰めロット 出荷先　X店 出荷先　Z店出荷先　Y店

発行日　2014年9月19日 No.＊＊＊
お得意先コード　 お得意先名 納品日　2014年9月19日

＊＊＊　○○スーパー 殿
納品先コード　 納品先名 株式会社○○水産
＊＊＊　　X店　様 TEL・FAX：****-****

商品コード 商品名 水域 重量・入数 数量 単価 金額 備考
＊＊＊＊ アジ ○○沖 4kg 10.0 **** **** 0918A
＊＊＊＊ アジ ○○沖 5kg 4.0 **** **** 0918A
＊＊＊＊ ブリM ××沖 4入 30.0 **** **** 0918B1
＊＊＊＊ ブリL △△沖 4入 10.0 **** **** 0918B2

小計 ＊＊＊＊
消費税 ＊＊＊＊
総合計 ＊＊＊＊

納　品　書　(控)

準備手順

（１）記録様式の決定 どの様式に記録するか決めましょう

例１：「納品書（控）」を活用

例２：「選別・函詰め作業日報」を拡張

※選別・函詰め作業日報の右側に、ロットごとの出荷先と出荷
個数を記入する欄を設ける

（２）記録の保存方法の決定

※納品書（控）の備考欄に、ロット番号を記入する

（記録様式の例）

「7.1記録の保存」を参照
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準備手順・作業手順（例）の図の見方⇒p16 中段の囲み 
 
 
 
 
 
 

   

作業手順（例）
○記録様式に記載

例：出荷先ごとに納品する商品のロット番号
を記載する場合

○○スーパー Ｘ店
ロットNo.0918A 14函
ロットNo.0918B1 30函
ロットNo.0918B2 10函

出荷記録を活用する例です

○記録を保存する

○○スーパー Ｙ店
ロットNo.0918A 4函
ロットNo.0918B2 5函

○○スーパー Ｚ店
ロットNo.0918A 2函
ロットNo.0918B2 5函

発行日　2014年9月19日 No.＊＊＊
お得意先コード　 お得意先名 納品日　2014年9月19日

＊＊＊　○○スーパー 殿
納品先コード　 納品先名 株式会社○○水産
＊＊＊　　Z店　様 TEL・FAX：****-****

商品コード 商品名 水域 重量・入数 数量 単価 金額 備考
＊＊＊＊ アジ ○○沖 4kg 2.0 **** **** 0918A
＊＊＊＊ ブリL △△沖 4入 5.0 **** **** 0918B2

小計 ＊＊＊＊
消費税 ＊＊＊＊
総合計 ＊＊＊＊

納　品　書　(控)
発行日　2014年9月19日 No.＊＊＊

お得意先コード　 お得意先名 納品日　2014年9月19日

＊＊＊　○○スーパー 殿
納品先コード　 納品先名 株式会社○○水産
＊＊＊　　Y店　様 TEL・FAX：****-****

商品コード 商品名 水域 重量・入数 数量 単価 金額 備考
＊＊＊＊ アジ ○○沖 4kg 1.0 **** **** 0918A
＊＊＊＊ アジ ○○沖 5kg 4.0 **** **** 0918A
＊＊＊＊ ブリL △△沖 4入 5.0 **** **** 0918B2

小計 ＊＊＊＊
消費税 ＊＊＊＊
総合計 ＊＊＊＊

納　品　書　(控)
発行日　2014年9月19日 No.＊＊＊

お得意先コード　 お得意先名 納品日　2014年9月19日

＊＊＊　○○スーパー 殿
納品先コード　 納品先名 株式会社○○水産
＊＊＊　　X店　様 TEL・FAX：****-****

商品コード 商品名 水域 重量・入数 数量 単価 金額 備考
＊＊＊＊ アジ ○○沖 4kg 10.0 **** **** 0918A
＊＊＊＊ アジ ○○沖 5kg 4.0 **** **** 0918A
＊＊＊＊ ブリM ××沖 4入 30.0 **** **** 0918B1
＊＊＊＊ ブリL △△沖 4入 10.0 **** **** 0918B2

小計 ＊＊＊＊
消費税 ＊＊＊＊
総合計 ＊＊＊＊

納　品　書　(控)
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対応づけるロットは、下記の留

意点のように「漁獲ロット」「養

殖ロット」「入荷ロット」または

「選別・函詰めロット」となり、

事業者によって異なります。 

 

記録様式の作成に当たっては、

「取組手法編」p21,22（様式③

－6,③ー7）を参照してくださ

い。様式を紙に印刷してそのま

ま活用しても構いません。 

左の記録様式は、「出荷の記録」

見本（p28）に「選別・函詰めロ

ット」の番号を書き加えたもの

です。 

【「ロットと出荷先の対応づけ」の解説】 

ロットと出荷先の対応関係がわかる記録様式を作ります。 

準備手順の詳細は、以下のとおりです。 

 
（１）ロットと出荷先を対応づける記録様式を決定 

出荷する際に（あるいは荷割・ピッキング等の工程で）、「出

荷の記録」にロットが対応づけられる記録様式を決定し、記

録します。 
 
記録の様式としては、ステップ１で定めた「出荷の記録」

（出荷伝票や納品書の控え等）に、ロット番号を記載するの

が１つの方法です。 
 

 
 

 
（２）記録の保存方法の決定 

記録の保存方法を決めましょう。詳しくは「7.1 記録の保存」を参照してください。

発行日　2014年9月19日 No.＊＊＊
お得意先コード　 お得意先名 納品日　2014年9月19日

＊＊＊　○○スーパー 殿
納品先コード　 納品先名 株式会社○○水産
＊＊＊　　X店　様 TEL・FAX：****-****

商品コード 商品名 水域 重量・入数 数量 単価 金額 備考
＊＊＊＊ アジ ○○沖 4kg 10.0 **** **** 0918A
＊＊＊＊ アジ ○○沖 5kg 4.0 **** **** 0918A
＊＊＊＊ ブリM ××沖 4入 30.0 **** **** 0918B1
＊＊＊＊ ブリL △△沖 4入 10.0 **** **** 0918B2

小計 ＊＊＊＊
消費税 ＊＊＊＊
総合計 ＊＊＊＊

納　品　書　(控)

 ・１回の航海で漁獲した水産物の陸揚げ先が１か所なら、１つの漁獲ロッ

トの出荷先は１つなので、「出荷の記録」（産地市場荷受・漁協からの

「仕切書」など）だけで「ロットと出荷先の対応づけ」の記録になります。 
 

 ・養殖業におけるステップ３③は、活魚として出荷する場合には「養殖ロッ

トと出荷先の対応づけ」（対応づけの例を、p55の図に示します）、選別・

函詰めする場合には「選別・函詰めロットと出荷先の対応づけ」です。 
 

 ・通常、販売管理システム（または請求書控え等の伝票）によって、入荷

ロットまたは選別・函詰めロットと出荷先の対応づけが確保されていま

す。それを確認します。 

・選別・函詰めがない場合は、入荷ロットが出荷ロットになるので、

入荷ロットで「ロットと出荷先の対応づけ」ができます。 
 

 ・出荷伝票の控え等に、入荷ロット番号や、選別・函詰めロット番号を記

録します。 

・簡便法として、テープやマジックの色で選別・函詰めロットを識別可能な

表示をしている場合には、その色等を納品伝票に記載します。 

・選別・函詰めがない場合は、入荷ロットが出荷ロットになるので、入荷

ロットで「ロットと出荷先の対応づけ」ができます。 

産地市場荷受・ 

漁協の留意点 

産地仲買業の 

留意点 

海面漁業・内水面

漁業の留意点 

養殖業への 

留意点 
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７ 記録の保存・伝達 
 

7.1 記録の保存 
 
【内容】 記録を整理して合理的な期間保存し、ただちに取り出せるようにしておく。 

【効果】 ・問題発生時に、問題のある食品の入荷先、出荷先、事業者内部の移動

を迅速に調べ、対応できる。規制機関（政府や地方自治体など行政機

関）や取引先などに対して報告できる。 

  

【取組内容】 

（１）保存方法の決定 
記録の保存方法を決めます。伝票や台帳をファイルに綴じてロッカーに保存したり、

入力されたデータを電子媒体で保存するなどの方法があります。 
 
問題が生じた際に、ただちに取り出せるよう、整理をしておきましょう。日付順や

入荷先・出荷先ごとに保存しておくなどの工夫が必要でしょう。 
 
 

（２）保存期間の設定 
記録は、取り扱った水産物の流通・利用実態を考慮して合

理的な期間を設定し、保存しましょう。 
 
出荷先やその先で冷凍品や加工食品の原料となる可能性が

ある場合には、それを考慮して、記録の保存期間を設定しま

しょう。 
 
なお、法令では、次の表のように保存期間が定められていますので、保存期間を設

定する際の参考としてください。 

  

その食品を食べた消費者に健康影

響が生じた時期や、表示に関する

疑義が生じた時期に、追跡・遡及

に対応できるよう、保存しておく

ことが重要です。 
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表 法令にもとづく記録の保存期間 

法令等 対象 保存期間 

食品衛生法第３

条第２項にもとづく

食品等事業者の

記録の作成及び

保存に係る指針 

 

食品等事業者それぞれの、仕

入れ元・出荷・販売先等に係る

記録、殺菌温度や保管時の温

度等の製造・加工・保管等の状

態の記録 

事業者が取扱う食品等の流通実態（消

費期限または賞味期限）に応じて合理的

な期間を設定する。 

多種多様な食品を仕入、出荷、販売等

する事業者であって流通実態に応じた保

存期間の設定が困難な場合については、

その区分毎に次の期間を参考として設定

する。 

・生産段階：販売後１～３年間 

・製造、加工段階：販売後１～３年間 

・流通段階：販売後１～３年間 

・販売段階：販売後１～３か月 

法人税法施行規

則第 59 条、第 67

条（法人） 

所得税法施行規

則第 63 条、第

102 条、第 103 条

（青色申告者、白

色申告者） 

取引に関して、相手方から受け

取った注文書、契約書、送り

状、領収書、見積書その他これ

らに準ずる書類及び自己の作

成したこれらの書類でその写しの

あるものはその写し 

法人は７年間、青色申告者と白色申告

者は５年間 

指定漁業の許可及

び取締り等に関す

る省令（第 28 条） 

【指定漁業が義務対象】漁獲

成績報告書又は事業成績報

告書（農林水産大臣に提出） 

（提出期限は漁業種類による） 

【指定漁業の一部が義務対象】

操業日誌 

３年間（当該船舶内に保存） 

特定大臣許可漁

業等の取締りに関

する省令（第22条） 

【特定大臣許可漁業が対象】 

漁獲成績報告書（農林水産大

臣に提出） 

（提出期限は漁業種類による） 
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7.2 出荷先へのロット番号の伝達 
  

【内容】 食品の出荷の際に、品名、出荷日、出荷元と出荷先、数量の情報とと

もに、ロット番号を出荷先事業者に伝達する。 

【効果】 ・出荷先事業者に、遡及の手がかりとなる情報を提供することがで

きる。 
・出荷したロットを、出荷先事業者において、入荷ロットとして引き

継ぎやすくなり、検品や、ロット番号の記録や保存を容易にするこ

とができる。 
  

 

【取組内容】 
水産物を出荷する際に、魚種、出荷日（または納品日）、出荷元と出荷先、数量に

加え、「ステップ２ 食品の識別」で定めたロット番号を出荷先事業者に伝達します。 
あらかじめ出荷先事業者とは、どのような形（媒体、タイミング）でロット番号を

伝達し、受け取るかを相談して決めておくと効果的です。 
 

図８ 出荷先へのロット番号の伝達 

 

 
（注）この図の伝票では、「取引日」「品名」「札番号」の組み合わせがロット番号の役割を果たします。 
 
  

伝票発行日 2014年　9月18日
買受人
株式会社○○水産　殿

〒・・・・・・・・・　TEL・・・

船名 品名 水域 品質
サイズ kg数 入数 数量 単価 金額 札番号

08 ○丸 アジ ○○沖 M 17.4kg ** 5 **** ***** 6~10
12 ✕丸 ブリ ××沖 M ** 3入 40 **** ***** 21~60
18 △丸 ブリ △△沖 L ** 4入 20 **** **** 75~94
＊＊＊丸 ○○ ○○沖 優 ** ** ** **** **** ***
＊＊＊丸 ○○ ○○沖 良 ** ** ** **** **** ***

** ******
*****

******合　計

伝票番号　＊＊＊＊＊＊
取引日　2014年　9月18日

販売明細
○○漁業協同組合

小　計
消　費　税
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7.3 産地市場におけるトレーサビリティ向上 
 

産地市場は通常、荷受・漁協と複数の仲買業者で構成されます。産地市場を構成す

る事業者全体で、トレーサビリティの取組み方について協議し、定めておくと、産地

市場におけるトレーサビリティの取組効果を大きくすることが期待できます。 
 
【内容】 産地市場を構成する事業者全体で、トレーサビリティのための取組み

方について協議し、計画し、実行する。 

【効果】 ・ロット単位のトレーサビリティ確保をしやすくすることができる。 
  

【取組内容】 
産地市場の荷受と仲買業者との間で、ロット番号の割り当て方・表示方法、ロット

番号等の情報伝達方法等を市場全体として定めておくことにより、ロット単位でのト

レーサビリティ確保に取り組みやすくなります。 

 
（１）協議する場の設置 

トレーサビリティ向上のため、上記のような事項について協議する場を設置します。 
 
 

（２）協議 
特に以下のことを協議し、合意作りをします。合意の結果を「○○市場トレーサビ

リティ基本構想」といった文書にまとめます。 
 

①ロット（特に荷受が販売するロット）の割り当て方 

上場する単位に、魚種ごとに「入札番号」などの通し番号を割り当てている場合

には、以下の組み合わせでロット番号になります。 

例）同一魚種・上場日・入札番号で１つのロットと定義する場合 
魚種コード＋上場日付＋入札番号 

仲買業者にとっては、産地市場荷受・漁協のコードを組み合わせることにより、

入荷ロット番号になります。 

産地市場荷受・漁協のコード＋魚種コード＋上場日付＋入札番号 

漁業者（漁船）、サイズ等級、漁獲水域等をロットの条件にする場合には、漁業

者（または漁船）・サイズ等級・水域のコードをあらかじめ共有しておけば、共通

のロット番号を使うことができます。 
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例１）同一魚種・上場日・サイズ等級・水域・漁船で１つのロットと定義する場合 

産地市場荷受・漁協のコード＋魚種コード＋上場日＋サイズ等級＋水域コード

＋漁船コード 

例２）同一魚・上場日・サイズ等級・水域で１つのロットと定義する場合 

産地市場荷受・漁協のコード＋魚種コード＋上場日＋サイズ等級＋水域コード 

 
②ロット番号の表示方法 

①で定めたロット番号を、誰がどのように現品に表示するかを決めておきます。 

 
③ロット番号の情報伝達（「7.2 出荷先へのロット番号の伝達」の内容になります） 

 
④緊急時の追跡・遡及への備え 

・遡及・追跡調査の実施 
・緊急時の原因究明や消費地への説明の方法。誰が窓口となり対応するか 
 

⑤その他 

以下のことも協議することが考えられます。 

・消費地市場への「送り状」の統一・共通化の要請への対応 
・輸出先国のトレーサビリティ要求への対応 

 
 

（３）構想の実施と見直し・改善 
構想、および本マニュアルにもとづいて、各事業者が業務手順、識別方法、記録様

式等を見直し、実施します。 
定期的に協議の場をもち、各事業者の実施状況や課題を確認するとともに、必要に

応じて構想を見直します。 
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